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「子どもと家族を応援する日本」重点戦略の概要   



「子どもと家族を応援する日本」重点戦略について  

02005年、人口減少社会が到来し、出生数は106万人、合計特殊出生率は1．26と、いずれも過去   
最低を記録  

○将来推計人口（平成18年12月推計）によると、今後、一層少子・高齢化が進むとの見通し  

○結婚、出生行動に対する国民の希望が一定程度叶えば、合計特殊出生率は1．75程度まで改善   
される余地  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略の策定  

○基本的な考え方：「すべての子ども、すべての家族を大切に」   

2030年以降の若年人口の大幅な減少を視野に入れ、本格的に少子化に対抗するため、制度■  

政策・意識改革など、あらゆる観点からの効果的な対策の再構築・実行を図り、  

－「結婚したいけどできない」という若い人、「子どもを生みたいが躊躇する」という若い家族を支え、  

・どのような厳しい状況に置かれていても、この社会に生まれたすべての子どもたちが希望を持   

って人生を歩んでいけるよう、  

すべての子ども、すべての家族を、世代を超えて国民みなで支援する国民総参加の子育てに優   

しい社会づくりを目指す。   



検討体制  

少子化社会対策会議  

（会長：内閣総理大臣、全閣僚で構成）  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議  

（議長：内閣官房長官、関係閣僚9名と有識者  

7名で構成）  

点検一評価分科会  地域・家族の再生分科会  働き方の改革分科会  基本戦略分科会  

・子育て家庭を支える地域づくり  

（孤立化防止、地域の子育て支  

援拠点の整備、意識改革など）   

一働き方の改革に対応した子育て  

支援サービスの見直し   

・児童虐待対策、母子家庭・要援  

護児童支援など、困難な状況に  

ある家族や子どもを支える地域  

の取組強化  等   

家族が共に過ごす時間が持  
てるワークライフバランス、子  

育てしながら働き続けられる  

多様で柔軟な働き方の実現   

若者の社会的・経済的自立を  
支援し、能力・才能を高めて  

いくための人材力強化   

社会的責任を果たす企業の  

取組の促進と意識改革 等  

イ少子化社会対策大綱」、「子  

どもt子育て応援プラン」、地  

方公共団体、事業主の次世  

代育成支援に係る行動計画  

のフォローアップ、運用改善   

■行動計画の数値目標（都道府  

県、市町村）見直しに向けた  

検討  等  

・経済支援の在り方（子育て  

支援税制・現金給付）   

・働き方の改革を踏まえた子  

育て期の所得保障の在り方   

■子育て支援策の財源   

・制度的枠組みの再構築 等  

検討会議の学識経験者を主査とし、各分野における有識者で構成。  
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今後のスケジュール  

0 2月9日   第1回検討会議。4分科会発足。  

0 2～5月   各分科会を3～4回開催。  

0 5月中   各分科会で議論の整理。  
（d   

06月頃   第2回検討会議。重点戦略の基本的な考え方と－りまとめ。  

（経済財政諮問会議等に報告し、骨太方針2007に反映。）  

○以後、具体的施策についての検討を進め、税制改正等の議論を見極   
めつつ、19年末を目途に、重点戦略の全体像を提示。  
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「子どもと家族を応援する日本」重点戦略の策定方針について  

（平成19年2月6日少子化社会対策会議決定）  

1．2030年以降の若年人口の大幅な減少を視野に入れ、制度・政策・意識改革   

など、あらゆる観点からの少子化対策の効果的な再構築・実行を図るため、   

・「結婚したいけどできない」という若い人、「子どもを生みたいけど躊躇す  

る」という若い家族を支え、   

・どのような厳しい状況に置かれていても、この社会に生まれたすべての子  

どもたちが希望を持って人生を歩んでいけるよう、   

すべての子ども、すべての家族を、世代を超えて国民みなで支援する社会の   

実現を目指すものとして「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（以下「戦   

略」という。）を策定する。  

2．戦略の策定に資するため、会長が指名する委員及び有識者による「子ども   

と家族を応援する日本」重点戦略検討会議（以下「検討会議」という。）を   

開催する。なお、検討会議の開催に伴い、少子化社会対策推進会議は廃止す   

る。  

一4－   



「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議の開催について  

平成19 年 2 月 6  
少子化社会対策会議会長決定  

1．趣旨  

「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略の策定方針について」（平成19年 月 日   

少子化社会対策会議決定）に基づき、基本戦略、働き方の改革、地域・家族の再生、少   

子化社会対策大綱等の点検・評価といった事項を検討させるため、「子どもと家族を応   

援する日本」重点戦略検討会議（以下「検討会議」という。）を開催する。  

2．構成員  
検討会議は、別紙に掲げる少子化社会対策会議の委員及び少子化社会対策に関して十   

分な知識と経験を有する有識者をもって構成し、内閣官房長官を議長とする。ただし、   

議長は、必要に応じ、他の少子化社会対策会議の委員その他の関係者の出席を求めるこ   

とができる。   

3．検討会議における議事の公表  

議長又は議長が指名する者は、検討会議における議事の内容等を、検討会議の終了後、   

速やかに、適当と認める方法により、公表する。  

4．庶務  

検討会議の庶務は、厚生労働省その他の関係行政機関の協力を得て、内閣府において   

処理する。  

5．分科会  

検討会議は、必要に応じ、分科会を設けることができる。分科会の構成員は議長が指   

名する。なお、必要に応じ、関係行政機関の職員その他の者の出席を求めることができ   

る。  

6．その他  

前各項に定めるもののほか、検討会議の運営に関する事項その他必要な事項は、議長   

が定める。  
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（別紙）  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議構成員名簿  

（少子化社会対策会議委員）  

内閣官房長官  

内閣府特命担当大臣（少子化対策）  

内閣府特命担当大臣（経済財政政策）  

総務大臣  

財務大臣   

文部科学大臣   

厚生労働大臣   

経済産業大臣   

国土交通大臣  

（有識者）   

いけだ      皐，り お 池田  守男  

株式会社資生堂相談役（日本経済団体連合会少子化対策委員会   

委員長、日本商工会議所特別顧問）   

東北福祉大学教授、産業経済新聞客員論説委員   

三鷹市長   

日本労働組合総連合会事務局長   

東京大学社会科学研究所教授   

慶應義塾大学商学部教授   

東京大学大学院経済学研究科教授  

いわふち  か／つよし  

岩渕   

ぎよはら     け い 二 清原  慶子  

二 が     √）ぷあき 古賀  伸明  

産義 歯議   

忙l一  章tl   

上しかわ  ひろL  

吉川   洋  

〔有識者については五十音順・敬称略〕  
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「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議運営規程  

平 成19 年 2 月 9 日  

「子どもと家族を応援する日本」重禰略会議議長決定  

（検討会議の運営）  

第1条 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議（以下「検討会議」という。）   

の議事の手続その他検討会議の運営に関しては、「『子どもと家族を応援する日本』重点   

戦略検討会議の開催について」（平成19年2月6日少子化社会対策会議会長決定）に定   

めるもののほか、この運営規程の定めるところによる。  

（検討会議の招集）  

第2条 検討会議は、議長が招集する。  

（議事の公開）  

第3条 検討会議は非公開とする。  

2 議長又は議長が指名する者が、検討会議における議事の内容等を公表する際は、会議   

において配布された資料も併せて公表する。  

（議事要旨）  

第4条 議長又は議長が指名する者は、検討会議の終了後、速やかに、当該検討会議の議   

事要旨を作成し、これを公表する。  

（有識者会合）  

第5条 内閣府特命担当大臣（少子化対策）は、検討会議の円滑な運営に資するため、検  

討会議の有識者からなる会合を開催することができる。なお、必要に応じ、関係行政機   

関の職員その他の者の出席を求めることができる。  

（雑則二l  

第6条 この規程に定めるもののほか、検討会議の議事の手続その他分科会の運営に関し   

必要な事項は、議長が定める。  
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第1回「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議  

平成19年2月9日（金）  

17：10・－18：00  

総理大臣官邸2F小ホーノ  

議事次第  

1． 開会   

2． 挨拶  

○内閣総理大臣   

3． 新人口推計及び今後の人口構造の変化に伴う課題について  
○厚生労働省政策続括官（社会保障担当）   

4． 検討会議及び分科会等について  

○内閣府政策統括官（共生社会政策担当）   

5． 意見交換   

6． 閉会  
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（2月9日「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議 第1回 尾身大臣提出資料）  

．ミ侃  

関係給付と  高  齢関係給イ  

日本   アメリカ   イギリス   ドイツ   フランス  スウェーデン   

家族関係の社会支出（％）  

（対GDP比）（2003年）   
0．75   0．70   2．44   2．36   3．02   3．54   

合計特殊出生率  

（2005年。ただし、米独  1．26  
（確定値）   

2．05   1．79   1．36   2．00   1．77   
は2004年、仏は2006年）  

高齢関係の社会支出（％）  

（対GDP比）（2003年）   
8．69   5．46   6．40   9－52   10．55   10．11   

高齢化率（65歳以上の人口比）   17．4   
（2000年）  

12．3   15暮8   16．4   16．0   17．4   

（注）高齢関係の社会支出は、OECD基準により老人保健医療等を含まない。   




